
平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

執行額 313,930 206,559 199,303

201,319 188,249 195,132

補正予算 6,970

319,104 206,797 200,227 312,501

港湾法 第42条、第43条、第52条 等
関係する計画、

通知等
社会資本整備重点計画（平成24年8月31日閣議決定）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

0 75,395 0

計

繰越し等 130,829 5,477 △ 63,417 117,368

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 181,306

港湾局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

S25～ 担当課室 計画課 課長 菊地 身智雄

事業名

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

国際・国内の海上輸送ネットワークの構築による国民経済の健全な発展や国民生活の質の向上等を図ることを目的として、国又は港湾管理者
が一般公衆の用に供する港湾施設の整備等を行う。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・港湾法第42条、43条に基づき、一般公衆が利用する目的で港湾管理者が行う港湾工事に対する補助又は負担
・港湾法第43条の6に基づき、国土交通大臣が行う開発保全航路の開発及び保全事業
・港湾法第52条に基づき、国際戦略港湾、国際拠点港湾又は重要港湾において一般交通の利便の増進や、避難港において一般交通の利便の
増進を図ることを目的として国土交通大臣が行う港湾工事 等

実施方法 ■直接実施 ■委託・請負 ■補助 □負担 □交付 ■貸付 □その他

会計区分
社会資本整備事業特別会計

一般会計
政策・施策名

6 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の
確保・強化

19 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、
みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

事業番号 223

港湾整備事業 担当部局庁

計

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費 目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

―

( 139 ) ( 125 ) ( 129 )

単位当たり
コスト

（百万円／港） 算出根拠 執行額/事業実施港数

事業実施港数

活動実績

（当初見込
み）

港

205 140
活動指標及び活

動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（28年度）

（具体例）
国際海上コンテナ・バルク貨物の輸送コスト低減率

成果実績 低減率 - -
平成22年度比

1.2%減
（速報値）

平成22年度比
5%減

達成度

成果指標 単位

執行率（％） 98.4% 99.9% 99.5%

24

執行額 313,930 206,559 199,303

22年度 23年度

％ - -

別 紙 参 照



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

・各地方整備局等において予算の執行状況を把握し、本省においては地方整備局等からの報告を以て予算の支出先、使途、事業の進捗状況の管理を行っ
ている。
・過去の事業仕分け等の指摘を踏まえて事業を実施している。

評 価項 目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

評価に関する説明

○

○

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。

受益者との負担関係は妥当であるか。事
業
の
効
率
性

・適切な入札方式により受注者を決定しており、競争性を確
保している。補助事業については事業主体が国ではないた
め「-」としている。
・事業実施に当たっては、港湾法等に基づき港湾管理者等か
ら負担を求めることとなっており、新技術の活用等によりコス
ト縮減に努めている。
・予算の定められた範囲において、事業目的に沿って真に必
要な事業を実施している。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

○

－

○

○

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

事
業
の
有
効
性

・事業評価を実施しており、実効性の高い手段を選定してい
る。
・供用予定を見込んで工程を管理しており、活動実績は概ね
見込みに見合っており、整備された施設や成果物は十分に
活用されている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

・海上輸送ネットワークを構築することによる国民経済の健全
な発展や国民生活の質の向上等を図るための事業であり、
広く国民のニーズがあり、国費を投入すべき事業である。

所管府省・部局名

○

○／－

362 0336平成22年

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

【平成21年度事業仕分け結果】予算要求の縮減（10%程度を縮減）

【平成22年度再仕分け結果】事業内容を見直すとともに予算要求を１０％～２０％圧縮

【平成23年度提言型政策仕分け結果】平時における事業効果や、「選択と集中」の考え方を踏まえて取り組むべき

平成24年平成23年

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

0350



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい

E.港湾管理者（４０団体）

１１，７７５百万円

国土交通省

１９９，３０３百万円

A.地方整備局等（１１機関）

１８４，７５７百万円

C.民間事業者等（１６団体）

９９８百万円

D.地方整備局等（１０機関）

B.民間事業者等（１，５９０団体）

１８４，７５７百万円

【一般競争、指名競争、総合評価、企画競争、随意契約】

【一般競争、企画競争、公募、随意契約】

工事、発注者支援業務

研究

工事の実施及び

工事に係る調査、設計

E.港湾管理者（４０団体）

１１，７７５百万円

国土交通省

１９９，３０３百万円

A.地方整備局等（１１機関）

１８４，７５７百万円

C.民間事業者等（１６団体）

９９８百万円

D.地方整備局等（１０機関）

B.民間事業者等（１，５９０団体）

１８４，７５７百万円

【一般競争、指名競争、総合評価、企画競争、随意契約】

【一般競争、企画競争、公募、随意契約】

工事、発注者支援業務

研究

工事の実施及び

工事に係る調査、設計

【補助】

先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百万

円）

E.港湾管理者（４０団体）

１１，７７５百万円

D.地方整備局等（１０機関）

工事交付決定

E.港湾管理者（４０団体）

１１，７７５百万円

D.地方整備局等（１０機関）

F.港湾管理者（５団体）

１，７７３百万円

工事交付決定

工事

【貸付】

平成24年度名古屋港改修

（国際拠点）事業

工事費 565,000千円

本工事費 537,500千円

附帯工事費 25,000千円

用地及補償費 2,500千円

＜交付決定ベース＞

＜名古屋港管理組合の例＞

平成24年度横浜港特定用

途港湾施設整備事業

工事費 697,935千円

本工事費 697，935千円

一般管理費 16,065千円

＜貸付決定ベース＞

＜横浜市の例＞



事業費 鹿島港外港地区中央防波堤本体工事 257 事業費 東京港改修（防災安全対策）事業 537

事業費 熊本港（夢咲島地区）泊地（－７．５ｍ）浚渫工事 264 事業費 三池港改修（離島・地方）事業 565

事業費 金沢港（大野地区）防波堤（西）本体工事（その２） 268 事業費 御蔵島港改修（離島・地方）事業 571

事業費 水島港水島玉島地区臨港道路（渡河部）橋梁下部工事（その３） 283 事業費 東京港改修（国際戦略）事業 589

E.東京都

事業費 平成２４年度 三河港航路泊地（－１２ｍ）浚渫工事 287 費 目 使 途
金 額

(百万円）

事業費 宇部港本港地区泊地（－１３ｍ）浚渫工事（その３） 311

事業費 水島港水島玉島地区臨港道路（渡河部）橋梁浚渫工事 317 計 4,119

事業費 徳山下松港新南陽地区土砂処分場外周護岸築造工事（その２） 319

事業費 敦賀港（鞠山北地区）防波堤基礎工事 348

事業費 松山港外港地区泊地（－１３ｍ）浚渫工事 360

事業費 鹿児島港（新港区）岸壁（－９ｍ）（改良）（耐震）港内側地盤改良工事 500

事業費 松山港外港地区泊地（－１３ｍ）浚渫等工事 428

事業費 北九州港（新門司地区）岸壁（－７．５ｍ）（改良）（耐震）築造工事 428

487

事業費 新門司沖土砂処分場築堤材製作工事 633

4,119

D.関東地方整備局

事業費 金沢港（大野地区）航路（－１３ｍ）浚渫工事 552 費 目 使 途
金 額

(百万円）

事業費 新門司沖土砂処分場地盤改良工事（中央工区） 568

事業費 海上流出油防除技術の高度化・効率化に関する検討業務 15B.五洋建設（株）

事業費 苅田港（本港地区）航路（－１３ｍ）浚渫［暫定－１２ｍ］工事 689

A.関東地方整備局 C.独立行政法人港湾空港技術研究所

事業費 港湾整備事業に必要な経費 49,243 事業費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費 目 使 途
金 額

(百万円） 費 目 使 途

計

金 額
(百万円）

技術基準の性能規定化を考慮した港湾整備事業の実施に関する検討業務 424

49,243 事業費 ナローマルチビームソナーの利用開発に関する検討業務 18

事業費 地震・津波に対する防波堤安定性評価手法に関する検討業務

事業費 徳山下松港新南陽地区土砂処分場外周護岸築造工事 668

事業費 博多港（アイランドシティ地区）航路・泊地（－１５ｍ）浚渫工事（２工区） 517 事業費 港湾整備事業に必要な経費

事業費 神戸港六甲アイランド地区航路・泊地（－１５ｍ）（ＲＣ－７）等附帯施設築造工事 458

30

事業費 関門航路（六連島西側地区）航路（－１５ｍ）浚渫［暫定－１４ｍ］工事（第２ステッB工区) 841

事業費 北九州港（新門司地区）泊地（－１０ｍ）（西側工区）浚渫工事 587 計

事業費

事業費

事業費

事業費

195

187

159

157

100

96

93

90

計 13,039 計 772

事業費 0諸経費動向調査

事業費

水島港水島玉島地区臨港道路（玉島側）試掘工事

0

事業費 1

施工情報調査

事業費

新潟港（西港地区）道路（トンネル）左岸立坑緊急点検調査

2

事業費 12

大阪港北港南地区岸壁（－１６ｍ）エプロン補修工事

事業費

平成２４年度 清水港海象観測施設設置工事

42

事業費 平成２３年度 清水港新興津泊地（－１５ｍ）浚渫工事 198 事業費 横浜港埠頭整備資金貸付金事業 772

平成２４年度 四日市港霞ヶ浦北ふ頭地区道路（霞４号幹線）橋梁（Ｐ１３）下部工事

浜田港福井地区防波堤（新北）築造工事

新門司沖土砂処分場築堤材製作工事

宇部港本港地区泊地（－１３ｍ）浚渫工事（その２）

伊万里港（七ツ島地区）岸壁（－１３ｍ）クレーン基礎設置外１件工事

伏木富山港（新湊地区）道路（東西線）自歩道工事

新潟港（西港地区）第二西防波堤築造工事

高知港三里地区防波堤（東第一）築造工事（その２）

事業費

事業費

事業費

事業費

事業費 舞鶴港前島地区航路・泊地（－９ｍ）附帯施設地盤改良等工事（第２工区） 205 費 目 使 途
金 額

(百万円）

事業費 水島港玉島地区岸壁（－１２ｍ）（耐震）築造工事 216

事業費 佐伯港（女島地区）泊地（－１４ｍ）外１件浚渫工事 217

F.横浜市

計 3,672

事業費 堺泉北港助松地区航路（－１４ｍ）浚渫工事 220 事業費 神湊港改修（離島・地方）事業 114

事業費 徳山下松港新南陽地区航路（－１２ｍ）浚渫工事 222 事業費 元町港改修（離島・地方）事業 168

事業費 伊万里港（七ツ島地区）岸壁（－１３ｍ）築造外１件工事 243 事業費 神津島港改修（離島・地方）事業 259

事業費 岩国港臨港道路装束新港線橋梁下部工事 249 事業費 利島港改修（離島・地方）事業 372

事業費 室津港室津地区防波堤（Ⅰ）築造工事 250 事業費 新島港改修（離島・地方）事業 497

事業費 鹿島港外港地区中央防波堤本体工事 257 事業費 東京港改修（防災安全対策）事業 537



支出先上位１０者リスト
A. 地方整備局等（１１機関）

B. 民間事業者等（１，５９０団体）

10 四国地方整備局 港湾整備事業に必要な経費

-

-

落札率

-

9

8 - -

7 北陸地方整備局 港湾整備事業に必要な経費 11,896 - -

6 沖縄総合事務局 港湾整備事業に必要な経費 13,009

-

-

-

-

-

4,830 - -

中部地方整備局 港湾整備事業に必要な経費 10,633 - -

東北地方整備局 港湾整備事業に必要な経費 11,867

- -

5 北海道開発局 港湾整備事業に必要な経費 13,762 - -

4 中国地方整備局 港湾整備事業に必要な経費 14,644 - -

3 近畿地方整備局 港湾整備事業に必要な経費 20,052 - -

2 九州地方整備局 港湾整備事業に必要な経費 33,471 - -

1 関東地方整備局 港湾整備事業に必要な経費 49,243 - -

支 出 先 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

入札者数 落札率

入札者数

横浜港臨港道路南本牧ふ頭・本牧線整備事業 等

-

支 出 先 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

-

1 五洋建設（株）

2 横浜市

-

4 東亜建設工業（株） 鹿児島港（新港区）岸壁（－９ｍ）（改良）（耐震）築造工事 等 9,441 - -

5 五洋・あおみ特定建設工事共同企業体

3 若築建設（株） 八代港（外港地区）航路（－１４ｍ）浚渫工事 等

横浜港本牧地区岸壁（－１６ｍ）（耐震）（改良）築造工事 等

関門航路（六連島西側地区）航路（－１５ｍ）浚渫［暫定－１４ｍ］工事（第２ステッB工区) 等 13,039

7

9 あおみ建設（株） 平成２４年度 田子の浦港航路泊地（－１２ｍ）浚渫工事 等 4,214 -

10 りんかい日産建設（株） 北九州港（新門司地区）航路（－１０ｍ）（３・４工区）浚渫工事 等 3,971 -

神戸市 神戸港ポートアイランド（第2期）地区航路（－１６ｍ）等整備事業 等

6 東洋建設（株） 鹿児島港（新港区）岸壁（－９ｍ）（改良）（耐震）沖側地盤改良工事 等

-8 東京都 平成２３年度東京港中央防波堤外側地区国際海上コンテナターミナル（水深１６ｍ） 等 4,472

-

-

4,973

6,736

6,982 -

10,030 -

13,036

C. 民間事業者等（１６団体）

D. 地方整備局等（１０機関）

9 東北地方整備局 - 330 - -

10 北海道開発局 - 73 - -

7 近畿地方整備局 - 456 - -

8 四国地方整備局 - 393 - -

5 沖縄総合事務局 - 517 - -

6 北陸地方整備局 - 516 - -

3 中部地方整備局 - 1,395 - -

4 中国地方整備局 - 713 - -

1 関東地方整備局 - 4,119 - -

2 九州地方整備局 - 3,263 - -

支 出 先 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

入札者数 落札率

10 一般財団法人行政管理研究センター 広域的に効果を及ぼす社会資本としての港湾の制度のあり方に関する検討業務 17 1 100.0%

8 セントラルコンサルタント（株） 国際バルク戦略港湾調査 20 1 99.0%

9 一般財団法人みなと総合研究財団一般財団法人沿岸技術研究センター 港湾における低炭素・循環型社会への対応とその技術的課題に関する検討業務 19 1 97.5%

6 一般財団法人沿岸技術研究センター 港湾における地震・津波安全性評価手法に関する検討調査業務 29 1 99.7%

7 (社)底質浄化協会 港湾における海底土砂の取扱いに関する技術的検討業務 20 1 99.3%

4 一般財団法人みなと総合研究財団 内外貿ユニットロード貨物流動調査 等 70 - -

5 輸出入・港湾関連情報処理センター（株） 平成２４年度ＮＡＣＣＳ（港湾サブシステム）利用 等 40 - -

2 （社）日本港湾協会 平成24年度出入管理情報システムの試行運転に係る運用支援等業務 等 172 - -

3 一般財団法人国際臨海開発研究センター 太平洋沿岸地域の港湾におけるコンテナ貨物流動に関する分析調査 等 71 - -

支 出 先 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （独）港湾空港技術研究所 技術基準の性能規定化を考慮した港湾整備事業の実施に関する検討業務 等 487 - -



E 港湾管理者（４０団体）

F. 港湾管理者（５団体）

9 - -

10 - -

7 - -

8 - -

5 名古屋港管理組合 埠頭整備資金貸付金事業 118 - -

6 - -

3 東京都 埠頭整備資金貸付金事業 219 - -

4 大阪市 埠頭整備資金貸付金事業 203 - -

1 横浜市 埠頭整備資金貸付金事業 772 - -

2 神戸市 埠頭整備資金貸付金事業 461 - -

支 出 先 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

入札者数 落札率

10 山口県 港湾整備事業に必要な経費 322 - -

8 沖縄県 港湾整備事業に必要な経費 367 - -

9 和歌山県 港湾整備事業に必要な経費 336 - -

6 佐世保市 港湾整備事業に必要な経費 436 - -

7 新潟県 港湾整備事業に必要な経費 428 - -

4 名古屋港管理組合 港湾整備事業に必要な経費 565 - -

5 長崎県 港湾整備事業に必要な経費 483 - -

2 鹿児島県 港湾整備事業に必要な経費 1,679 - -

3 愛知県 港湾整備事業に必要な経費 805 - -

支 出 先 業 務 概 要
支 出 額
（百万円）

入札者数 落札率

1 東京都 港湾整備事業に必要な経費 3,672 - -



費目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

特定離島港湾施設整備事業費 10,780

港湾改修費 161,733

貸付国有港湾施設整備事業費 398

作業船整備費 2,850

港湾事業調査費 485

港湾改修費補助 12,879

後進地域特例法適用団体等補助率差額 533

エネルギー・鉄鋼港湾施設工事費 781

埠頭整備資金貸付金 4,693

計 195,132

別 紙


